Feasibility of extracting small-diameter logs on commercial thinning operations in Nasunogahara area by 仲畑,力 et al.
45〜60
宇　　大　　演　　報
第 49号（2013）論　文
Bull.Utsunomiya	Univ.For.
No.	49（2013）Article
那須野ヶ原地域の利用間伐における小径材搬出の可能性
Feasibility of extracting small-diameter logs on commercial thinning
operations in Nasunogahara area
仲畑　力 1・有賀一広 1・武井裕太郎 1・山口鈴子 1・斎藤仁志 2・金築佳奈江 3
Chikara NAKAHATA1, Kazuhiro ArUgA1, Yutaro TAKEI1,
reiko YAMAgUCHI1, Masashi sAITO2, Kanae KANETsUKI3
1 宇都宮大学農学部森林科学科　〒 321-8505　宇都宮市峰町 350
1…Department…of…Forest…Science,…Faculty…of…Agriculture,…Utsunomiya…University,
350…Mine,…Utsunomiya,…321-8505,…Japan
2 信州大学農学部近未来農林総合科学教育研究センター　〒 399-4598　上伊那郡南箕輪村 8304
2…Frontier…Agriscience…and…Technology…Center,…Fac.…of…Agric.,
Shinshu…University,…8340…Minamiminowa,…Kamiina,…399-4598,…Japan
3 那須野ヶ原土地改良区連合…〒 329-2807　那須塩原市接骨木 447-8
3…Nasunogahara…Land…Improvement…Districts,…447-8…Niwatoko,…Nasushiobara,…329-2807,…Japan
要　　旨
本研究では、最初に間伐材搬出作業の利益を最大にする採材方法の探索アルゴリズムを那須野ヶ原
地域の間伐林分 2 か所に適用し、最適採材方法について検討するとともに、搬出率を実測値と比較し、
本手法の有効性を検証した。その結果、搬出率は実測値に近い値であったが、搬出費用がかかり増
しとなる小径材の採材は行われなかった。そこで、小径材搬出の可能性を検討するために、ha あた
りの搬出材積の増加により標準単価が高くなる新しい補助金事業の導入、電力固定価格買取制度の
実現等による小径材価格の変更について検討したところ、ともに最適採材方法における搬出率は増
加し、小径材の搬出材積は実測値と比べて増加した。次に gIs を用いて本手法を那須野ヶ原地域の
那須町全域に適用したところ、小径材搬出林分は面積比で全体の 1 割程度であったが、林地傾斜が
緩く、搬出距離が短いほど、小径材搬出林分の面積は増加することが確認された。これより、小径
材搬出林分を増加させるためには、林道等の路網整備により搬出距離を短縮させることが効果的で
あると考えられた。
キーワード：間伐材搬出作業、搬出率、gIs、最適採材、小径材
ABSTRACT
First, this study investigated the optimal bucking method by applying cross-cutting pattern algorithm with 
maximizing the benefit of extraction thinned woods to two operational sites at Nasunogahara area and 
examined its effectiveness by comparing the measured and estimated values of the extraction rates. As a result, 
the estimated extraction rates were closer to the measured values. However, small-diameter logs with high 
extracting costs were not bucked. Then, considering the new subsidy system against to thinning operations in 
which standard unit costs become higher according to increase of extracted volumes per hectare and Feed-in 
Tariffs (FIT), optimal extraction rates and extracted volumes of small-diameter logs were increased from the 
measured values. Finally, this method was applied to Nasu Town, Nasunogahara area using gIs. As a result, 
stands with extracting small-diameter logs accounted for approximately ten percent of the total forest area. 
The areas of stands with extracting small-diameter logs were increased according to gentler slopes and shorter 
forwarding distances. Thus, it was clear that the reduction of forwarding distances by establishing forest road 
networks were effective in order to increase stands with extracting small-diameter logs.
Key words: Extracting thinned woods, Extraction rate, gIs, Optimal bucking, small-diameter log
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１．はじめに
　近年、全国各地で木質バイオマスのエネルギー利用
が推進されている。しかしながら、製材所廃材や建設
廃材等の発生量が大幅に増加することは見込まれず、
今後も木質バオマスのエネルギー利用を推進していく
には、素材生産時に発生する林地残材等の森林バイオ
マスを活用していく必要がある（18）。
　栃木県の那須野ヶ原地域では、木質バイオマスの利
活用に向けた取り組みとして、農業団体が主体となり、
水源林整備の際に発生する切り捨てられた間伐材等を
含む林地残材を木質バイオマス発電で利用することを
検討している他（20）、木質ペレットストーブの普及
に併せて、ペレット製造工場がこの地域の N 森林組
合と提携し、森林整備加速化・林業再生基金を活用し
て、小径材をはじめとする未利用材を木質ペレットの
原料として買い取り利用している（17）。
　現在、N 森林組合の作業システムではチェーンソー
伐倒後、グラップルローダで全木を道路脇に集積し、
プロセッサを用いて造材を行っているため、梢端部に
近い小径材も道路脇に集積される。この小径材は嵩密
度の低い枝条等に比べて効率的に搬出できる森林バイ
オマスであるといえる。しかしながら、素材生産の側
では小径材の搬出により搬出材積や売上が増加する一
方、生産性の低下で費用が割高となり（4、23）、採算
が悪化する可能性がある。
　そこで筆者ら（10）は、N 森林組合をはじめとする
林業事業体を対象に小径材の搬出が作業時間に与える
影響を調査し、その結果から丸太サイズを考慮した直
接費用計算式を作成し、これを採材方法の因子として
組み込み、間伐材搬出作業において収入と費用の差で
ある利益を最大にする採材方法の探索アルゴリズムを
作成した。
　本研究では、このアルゴリズムを用いて構築した間
伐材搬出作業の採算性推定モデルを実際に小径材が搬
出された間伐林分に適用し、最適採材方法について検
討するとともに、搬出率を実測値と比較し、小径材搬
出の可能性を検討した。
　また、今後、小径材の搬出を含めた搬出間伐を推進
するためには地域全体において採算の取れる林分がど
のような条件でどれくらい存在するのかを把握する必
要がある。そこで、構築した間伐材搬出作業の採算性
推定モデルを那須野ヶ原地域の那須町全域のスギ・ヒ
ノキ林分に適用し、採算性の評価を行うとともに、搬
出間伐、さらには小径材搬出が可能となる林分条件を
分析した。
２．間伐材搬出作業の利益を最大にする採材方法の探
索アルゴリズム
　筆者ら（10）が作成した間伐材搬出作業の利益を最
大にする採材方法の探索アルゴリズムの流れとそこで
使用する推定式の適合性を検証したので述べる。
　ステップ 1：まず、対象となる間伐木の採材方法を
選択する。ここで、採材する丸太の材種は一般材、ラ
ミナ材、小径材を想定した（表－ 1）。一般材は木材
共販所、ラミナ材は集成材の用材として製材工場、小
径材はペレット用材としてペレット製造工場にそれぞ
れ販売される。次に対象となる間伐木に幹曲線式を適
用し、採材される丸太の径級を求める。ここでは、以
下の幹曲線式（3）を用いて、地上高 h（m）の末口径
d（cm）を求めた。このとき、伐採高は 20cm と想定
した（2）。
 （1）
　ここで、D は胸高直径（cm）、H は樹高（m）、a は
次式で表される係数である。
　
 （2）
　
　f は胸高形数であり、次式で表される。なお、Vn は
立木幹材積（m3/ 本）であり、二変数材積式（19）よ
り求めた。
 （3）
　以上の幹曲線式の適合性を検証するため、那須野ヶ
原地域のスギ、ヒノキ林分において間伐木 10 本ずつ
を対象に採材された丸太の材長と末口径を測定し、（1）
式から推定した末口径と比較した。サンプル数はスギ、
ヒノキでそれぞれ 61 玉、52 玉であり、誤差の二乗平
均平方根はスギ、ヒノキともに 1.1cm であった（図－
1）。通常、木材共販所等では丸太の末口径は 2cm 括
約で測定されることから、この程度の誤差であれば解
析する上で差し支えないと判断した。
　ステップ 2：ここでは収入を算出する。ステップ 1
で求めた丸太の材長と末口径から末口二乗法を用いて
玉材積（m3/ 玉）を算出し、これに長級・経級ごとの
木材価格（円 /m3）を乗じて丸太 1 玉あたりの材価（円
/ 玉）を求める。これより、間伐木 1 本あたりの丸太
材積 Vl（m3/ 本）、売上 p（円 / 本）はそれぞれ（4）、（5）
式で表される。
 （4）
 （5）
図－１	 間伐木から採材された丸太末口径の実測値と推定
値の誤差分布（左：スギ、右：ヒノキ）
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　ここで、vi、pi はそれぞれ i 番玉の玉材積（m3/ 玉）、
材価（円 / 玉）、n は採材玉数（玉 / 本）である。
　ステップ 3：ここでは費用を算出する。N 森林組
合の間伐材搬出作業ではチェーンソーによる伐倒
後、バケット容量 0.50m3 のグラップルローダ（ベ
ースマシン：H 社 ZAXIs135Us、グラップルヘッ
ド：I 社 Cs90LJV）で全木を道路脇に集積し、バケ
ット容量 0.50m3 のプロセッサ（ベースマシン：H 社
ZAXIs135Us、プロセッサヘッド：I 社 gP ‐ 35A）
で造材、グラップル付きフォワーダ（M 社 MsT ‐
600VDL）で丸太を積込み、土場まで搬出するシステ
ムを採用しており、各作業工程の直接費用は那須野ヶ
原地域の林業事業体を対象とした既往の調査結果をも
とに、表－ 2 の計算式より表－ 3 の機械経費を用いて
求めた。
　ここで、小径材の搬出が作業時間に影響を与える造
材、搬出作業については計算式の変数が採材する丸太
の数やサイズとなっており、これらの計算式は最適な
採材方法を決定する上で重要な因子となる。そこで、
その適合性を那須野ヶ原地域の林業事業体を対象とし
た実測値と比較して検証したところ、プロセッサ造材
に関しては、複数本まとめての作業を除いた 35 本の
実測値と本研究の計算式の推定値との誤差の平均二乗
平方根は 1.15m3/ 人時であった（図－ 2）。本研究と同
じ機械サイズのプロセッサを対象とした 1 サイクルあ
たりの丸太材積（m3/ 本）を変数とする石川ら（4）、
仲畑ら（9）の計算式の推定値との誤差の平均二乗平
那須野ヶ原地域の利用間伐における小径材搬出の可能性
図－２	 プロセッサ造材における生産性の実測値と推定値
の比較
表－1　木材価格一覧
表－2　直接費用計算式
表－3　機械経費
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方根はそれぞれ 2.21m3/ 人時、3.68m3/ 人時であり、本
研究の計算式の方が実測値に近い値を得られることが
確認された。
　また、フォワーダ搬出に関しては、14 回の実測値
と本研究の計算式の推定値との誤差の平均二乗平方
根は 0.15 m3/ 人時であった（図－ 3）。本研究と同じ
機械サイズのグラップル付きフォワーダを対象とし
た 1 サイクルあたりの搬出距離を変数とする仲畑ら
（9）の計算式の推定値との誤差の平均二乗平方根は
0.37m3/ 人時であり、わずかではあるがこちらも本研
究の計算式の方が実測値に近い値を得られることが確
認された。なお、上述の比較にあたっては表－ 2 の生
産性の計算式における余裕時間は除いている。
　さらに、その他の費用として、バックホウによる作
業路作設費用、トラックによる運搬費用（一般材は
1,300 円 /m3、小径材は 1,500 円 /m3、ラミナ材は土場
渡しのため費用に計上しない）、機械運搬費（5,000 円
/ 台）、諸経費（直接費用の 18.4％）、組合手数料（売
上額の 5％）、市場経費（一般材の椪積み費用：700 円
/m3、県森連手数料：一般材売上額の 5％）をそれぞ
れ計上した。なお、これらは N 森林組合への聞き取
り調査より把握した値である。
　ステップ 4：ステップ 2、3 で算出した収入と費用
の差から利益を算出する。
　以上、ステップ 1 ～ 4 を対象となる間伐木からとり
得るすべての採材方法について計算し、結果的に利益
が最大となる採材方法を探索するアルゴリズムをマイ
クロソフト社の Excel VBA を使用して作成した。
３．間伐材搬出作業における最適採材方法の検討
　利益を最大にする採材方法の探索アルゴリズムを実
際に N 森林組合により小径材が搬出された間伐林分 2
か所に適用し、利益が最大となる最適採材方法につい
て検討するとともに、搬出率を実測値と比較し、小径
材搬出の可能性について検討した。
3.1　対象林分
　林分 A は 55 年生スギ・ヒノキの間伐林分で作業は
2010 年 1 月 28 日から 3 月 9 日にかけて行われた。面
積は 7.12ha、林道延長は 268m、幅員 3.5m の作業路延
長は1,870m であり、路網密度は300.3m/ha であった（表
－ 4、図－ 4）。また、グラップルローダによる木寄せ
についてはウインチの併用は行われておらず、木寄せ
された間伐木の伐根から林道・作業路脇までの水平距
離は最大でおよそ 20m であり、それ以上の範囲では
切捨間伐が行われていた。そこで本研究では、林道・
作業路脇から 20m のバッファを与えた範囲を木寄せ
範囲とし、林分面積に占める木寄せ範囲の割合を求め
たところ、スギ、ヒノキ林分でそれぞれ 83.0％、88.2
％であった。この木寄せ範囲の割合は後述の搬出材積
の推定に用いる。
　林分 B は 52 年生スギの間伐林分で作業は 2010 年
11 月 12 日から 12 月 10 日にかけて行われた。面積は
6.70ha、林道延長は 587m、幅員 3.5m の作業路延長は
952m であり、路網密度は 229.7m/ha であった（表－
4、図－ 4）。ただし、林道からの木寄せはほとんど行
われておらず、林分面積に占める木寄せ範囲の割合は
43.9％であり、切捨間伐が林分面積の半分以上を占め
ていた。
表－4　対象林分の概要
図－３　フォワーダ搬出における生産性の実測値と推定値の比較
図－4　対象林分（左：林分A、右：林分B）
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3.2　最適採材方法ならびに搬出率の推定方法
　本研究では、最適採材方法ならびに搬出率を推定す
るにあたり、間伐木の直径分布と樹高曲線を考慮し
た。まず、直径分布については木梨（6）を参考に間
伐前後の毎木調査の結果をワイブル分布に適用して求
めた。これより、林分 A、B では下層間伐が行われて
いたことが確認された（図－ 5）。また、直径階ごと
の樹高 H（m）を求めるために対象林分でサンプル調
査を行ったところ、以下の樹高曲線式が得られた。
 （6）
 （7）
 （8）
　以上の胸高直径と樹高から二変数材積式（19）を用
いて間伐木の立木幹材積を求めた。そして、対象林分
の間伐材積 VT（m3）を次式より算出した。
 （9）
　ここで、VTj は直径階 j における間伐材積（m3）、
Dmax、Dmin はそれぞれ直径階の最上位、最下位である。
また、VTj は次式より算出した。
 （10）
　
　ここで、Vnj は直径階 j の立木幹材積（m3/ 本）、N
は立木密度（本 /ha）、A は林分面積（ha）、RTj は直径
階 j の間伐木における直径分布の割合（％）である。
　次に対象林分の搬出材積 VE（m3）は次式より算出
した。
 （11）
　
　ここで、VEj は直径階 j における搬出材積（m3）で
あり、次式より算出した。
 （12）
　
　ここで、Vlj は直径階 j の間伐木 1 本あたりの丸太
材積（m3/ 本）、RS は木寄せ範囲の割合（％）である。
なお、Vlj は（4）式より得られる値を用いた。
　また、対象林分の収入 S（円）は次式より算出した。
　
 （13）
　ここで、Sj は直径階 j における収入（円）であり、
次式より算出した。
 （14）
　ここで、pj は直径階 j の間伐木 1 本あたりの売上（円
/ 本）である。なお、木材価格は対象林分ごとに販売
時期を考慮して設定し（表－ 1）、pj は（5）式より得
られる値を用いた。
　また、N 森林組合への聞き取り調査によると、林分
A、B では間伐と作業路作設への補助金を適用してい
たので、本研究においてもこれらを収入に計上した。
ここで、間伐への補助金は栃木県の標準単価（25）を
参考に、補助率 4/10、査定係数 1.7 を乗じて ha あた
りの補助単価を算出し、これに林分面積を乗じて補助
額を求めた。さらに、作業路作設への補助金はこちら
も栃木県の標準単価（24）を参考に（表－ 5）、補助
率 4/10、査定係数 1.7 を乗じて作設量 1m あたりの補
助単価を算出し、これに作業路延長を乗じて補助額を
求めた。
　また、対象林分の費用 C（円）は次式より算出した。
 （15）
　ここで、OEj は直径階 j における直接費用（円）、
OC はその他の費用（円）である。OC については，
バックホウによる作業路作設費用は作業人工数（作業
那須野ヶ原地域の利用間伐における小径材搬出の可能性
図－5　対象林分の直径分布（左：毎木調査の結果、右：ワイブル分布）
表－5　作業路作設の標準単価（幅員3.5m）
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日報調査より林分 A、B でそれぞれ 117 人時、33 人時）
に労務経費2,550円 / 人時と機械経費4,639円 / 台時（表
－ 3）の合計を乗じて求めた。さらに機械運搬費は機
械運搬費単価 5,000 円 / 台に機械運搬台数 5 台（バッ
クホウ 1 台、グラップルローダ 1 台、プロセッサ 1 台、
フォワーダ 2 台）を乗じて求めた。また、OEj は次式
より算出した。
 （16）
　
　ここで、OEF はチェーンソーによる伐倒費用（円 /
m3）、OES はグラップルローダによる集積費用（円 /
m3）、OEP はプロセッサによる造材費用（円 /m3）、
OEE はフォワーダによる搬出費用（円 /m3）である。
　以上より、搬出率 RE（％）は次式より算出した。
 （17）
　
　RE は間伐木の採材方法により変化することから、S
と C の差である利益が最大となる RE を最適搬出率と
して求め、最適搬出率となる採材方法を最適採材方法
とした。
3.3　最適採材方法ならびに搬出率の推定結果
　対象林分に利益が最大となる採材方法の探索アル
ゴリズムを適用した結果を表－ 6 に示す。本研究の
最適採材方法では林分 A で最大 4 番玉、林分 B で 5
番玉までの採材であり、林分 A ヒノキの直径階 12 ～
14cm の間伐木、林分 B スギの直径階 12cm の間伐木
については搬出費用がかかり増しとなるため、切り捨
てが行われると試算された。このとき、造材歩留まり
は林分 A スギ、林分 A ヒノキ、林分 B スギでそれぞ
れ 87.0％、72.6%、86.5％であった。
図－6	 搬出材積の推定結果（推定①：最適搬出率、推定
②：売上最大の搬出率、推定③：新しい補助金事業
を導入した最適搬出率、推定④：小径材の買取価
格を4,080円/m3にした最適搬出率、推定⑤：小径
材の買取価格を6,800円/m3にした最適搬出率）
表－6a　利益を最大にする採材方法の探索アルゴリズムの適用結果（林分A	スギ）
表－6b　利益を最大にする採材方法の探索アルゴリズムの適用結果（林分A	ヒノキ）
　また、この採材方法から得られた最適搬出率は
林分 A、B でそれぞれ 70.3％、37.9％、搬出材積は
86.48m3/ha、47.77m3/ha と推定された（図－ 6 推定①）。
一方、実測値から求めた搬出率は林分 A、B でそれぞ
れ 69.3％、36.9％、搬出材積は 85.25m3/ha、46.43m3/
ha であり（表－ 4）、最適搬出率の推定値は実測値に
近い値であることが確認された。しかしながら、小径
材の搬出材積については実測値では林分 A、B でそれ
51那須野ヶ原地域の利用間伐における小径材搬出の可能性
表－6c　利益を最大にする採材方法の探索アルゴリズムの適用結果（林分B	スギ）
図－7	 収入と費用の推定結果（縦軸プラス：収入、縦軸マ
イナス：費用）
ぞれ 1.79m3/ha、1.76m3/ha であるのに対して、推定値
では搬出されない結果となった（図－ 6 推定①）。こ
れは実際の作業現場では森林組合がペレット製造工場
と提携していることから、採算面では不利となるが、
森林整備加速化・林業再生事業のために小径材を搬出
しているためであると考えられる。
　さらに売上をみると、推定結果が実測値に比べて高
いことが確認された（図－ 7 推定①）。この原因とし
ては、本研究では一般材は木材市況から得られた木材
価格を長級・径級ごとの平均値によってのみ評価した
が、実際は材の曲がり、年輪幅、心材色等も木材価格
に影響すること、さらには、作業現場では曲り材等の
切捨ても行われるが（11）、本研究ではこれらを考慮
しておらず、それによる材価の低減を表現することが
できなかったこと等が考えられる。
　また、これまでの採材方法に関する既往の研究とし
ては、採材方法によって異なる材価を推定したものや
（8、13、27）、曲り材等の切捨てによる材価の低減を
採材方法の違いにより定量的に示したもの（11）、さ
らに対象林分における売上の推定にも用いられている
もの（2）等があるが、結果的には売上を最大にする
採材方法を検討したものが多い。そこで、本研究の対
象林分において売上が最大となる採材方法ならびに搬
出率を推定したところ、本研究の最適採材方法に比
べて売上が最大となる採材方法では採材玉数が増加
し、最大 7 番玉まで採材されるケースもあった（表－
7）。また、本研究の最適採材方法では採算面で不利
となるため丸太が採材されなかった林分 A ヒノキの
直径階 12cm ～ 14 cm の間伐木、林分 B スギの直径階
12 cm の間伐木において（表－ 6）、売上を最大にする
採材方法では丸太が採材されており（表－ 7）、造材
歩留りは林分 A スギ、林分 A ヒノキ、林分 B スギで
それぞれ 90.5％、89.2%、94.5％となり、最適採材方
法と比べて高い値となった。したがって、最適搬出率
は林分 A、B でそれぞれ 76.0％、41.4％、搬出材積は
93.50m3/ha、52.22m3/ha となり、実測値ならびに本研
究の値を大きく上回る結果となった（図－ 6 推定②）。
　また、売上を最大にする採材方法の場合、ラミナ材
の土場渡しで運搬費用や市場経費が計上されないとい
表－7a　売上を最大にする採材方法の探索アルゴリズムの適用結果（林分A	スギ）
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う利点が評価されないため、本研究の最適搬出率でラ
ミナ材が採材された林分 A スギにおいてラミナ材は
採材されない結果となった。小径材の搬出材積につい
ては林分 A、B でそれぞれ 6.14m3/ha、4.26m3/ha とな
り、実測値と比べて過大な結果となった（図－ 6 推定
②）。これより本研究のように一般材だけでなく費用
が割高となる小径材を考慮した場合、売上を最大にす
る採材方法では小径材の搬出材積を正確に推定するの
は難しいことが確認された。また、最適搬出率に比べ
て、売上最大の搬出率では小径材の搬出に伴う売上と
表－7c　売上を最大にする採材方法の探索アルゴリズムの適用結果（林分B	スギ）
表－7b　売上を最大にする採材方法の探索アルゴリズムの適用結果（林分A	ヒノキ） 費用の増加が確認されたが（図－ 7 推定②）、搬出材
積あたりでみると、売上は最適搬出率における林分 A、
B の 12,820 円 /m3、13,557 円 /m3 と比べて 12,207 円 /
m3、12,691 円 /m3 に低減していた。
3.4　考察
　3.3 節において、現状の生産コスト、あるいは小径
材価格では林分 A、B ともに小径材は搬出されないこ
とが確認された。そこで、小径材搬出の可能性を検討
するために、新しい補助金事業の導入や小径材の買取
価格について検討した。
3.4.1　新しい補助金事業
　2010 年度までの補助金体系では補助額は林齢、間
伐率、搬出の有無ごとに設定された標準単価により決
定されていたが（25）、2011 年度より補助金体系が新
しくなり、補助額は作業システム、間伐率、ha あた
りの搬出材積ごとに設定された標準単価により決定さ
れるようになった（26）。この新しい補助金事業では
ha あたりの搬出材積の増加に伴って標準単価が高く
なる。したがって、新しい補助金事業を導入すると、
小径材の搬出により ha あたりの搬出材積が増加し、
最適搬出率も高まる可能性がある。
　そこで、対象林分の作業条件である車両系作業シ
ステム、間伐率 30％の標準単価（図－ 8）に補助率
4/10、査定係数 1.7 を乗じて補助額を求め、これを林
分 A、B の収入に計上したところ、最適採材方法にお
いて小径材の採材が確認され（表－ 6）、造材歩留り
は林分 A スギ、林分 A ヒノキ、林分 B スギでそれぞ
れ 89.8％、78.3％、91.0％に増加した。これより、最
適搬出率は林分 A、B でそれぞれ 73.3％、39.9％、搬
出材積は 90.12m3/ha、50.29m3/ha に増加した（図－ 6
推定③）。また、小径材の搬出材積は林分 A、B の実
測値 1.79m3/ha、1.76m3/ha に対して、それぞれ 3.63m3/
ha、2.51m3/ha となったことから（図－ 6 推定③）、新
しい補助金体系のもとでは小径材の搬出により利益が
向上し、小径材の搬出が促進される可能性が示された。
3.4.2　小径材の買取価格
　前項において、新しい補助金を導入することで最適
図－8　新しい補助金事業の標準単価
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（4,331 小班）の計 6,611ha（14,735 小班）である（図
－ 9）。また、スギ・ヒノキ林分の小班面積は最小
0.01ha、最大 9.54ha，平均 0.42ha，標準偏差 0.62ha で
あり、0.5ha 以下の小班数が最も多く（図－ 10）、面
積比では 35％を占めている。スギ・ヒノキ林分の平
均林地傾斜は 12.7°であり、15°以下の平坦地が面積比
で 53.2％と半分以上を占める（図－ 11）。なお、本研
究では、森林区画の最小単位として用いられている小
班ごとに間伐を実施するものと仮定してシミュレーシ
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搬出率や小径材の搬出材積は増加する可能性が示され
たが、今後も補助金が永続的に確保されるとは限らな
い。そこで本研究では、補助金事業を導入しない場合
として、小径材の買取価格を 3,000 円 /m3 から地域通
貨（15）等による上乗せを考慮して 6,000 円 /t（0.68m3/
t 換算で 4,080 円 /m3）、また、電力固定価格買取制度
の検討状況（14）等を参考に 10,000 円 /t（0.68m3/t 換
算で 6,800 円 /m3）と設定したときの最適採材方法な
らびに搬出率を推定した。なお、容積比重 0.68m3/t は
栃木県の林業事業体における実地調査より得られた値
である（7）。
　その結果、小径材の買取価格を 4,080 円 /m3 にする
と、3,000 円 /m3 のときに比べて最適採材方法は林分
A スギのみ変化がみられた。具体的には、林分 A ス
ギの直径階 38 ～ 42cm の間伐木において小径材の買
取価格が 3,000 円 /m3 の場合では 4 番玉までの採材で
あったが（表－ 6）、4,080 円 /m3 の場合では 5 番玉が
小径材として採材され、造材歩留りは 87.1％に増加し
た。これより、林分 A の最適搬出率は 70.4％、搬出
材積は 86.60m3/ha にやや増加したが、小径材の搬出材
積については 0.12m3/ha と低い値であった（図－ 6 推
定④）。これは小径材が採材された林分 A スギにおけ
る直径階 38 ～ 42cm の間伐木の本数割合が少ないた
めである（図－ 5）。
　さらに小径材の買取価格を 6,800 円 /m3 にすると、
最適採材方法における造材歩留りは林分 A スギ、林
分 A ヒノキ、林分 B スギでそれぞれ 91.3％、79.3％、
92.2％に増加した。なお、ここで採材された丸太の末
口径は林分 A、B ともに最小 6cm までであり、それ
より末口径の小さな丸太を搬出した場合は費用がかか
り増しとなるため採材されなかった。これより、最
適搬出率は林分 A、B でそれぞれ 74.5％、40.4％、搬
出材積は 91.60m3/ha、50.95m3/ha に増加し、小径材の
搬出材積については林分 A、B の実測値 1.79m3/ha、
1.76m3/ha に対して、それぞれ 12.14m3/ha、3.17m3/ha
に増加した（図－ 6 推定⑤）。林分 A は林分 B に比べ
て小径材の搬出材積が多いが、これは小径材の買取価
格が林分 A の長級 3m、径級 11 ～ 14cm の一般材価格
とほぼ同じ値となったためである（表－ 1）。
４．ＧＩＳを用いた間伐材搬出作業の生産性・コスト分析
　前節において、利益を最大にする採材方法の探索ア
ルゴリズムを用いて間伐材搬出作業の採算性を推定す
るモデルを構築した。ただし、前節では林分 2 か所の
みの検討であったため、本節では gIs データを用い
ることで那須野ヶ原地域の那須町全域を対象に本モデ
ルによるシミュレーションを行い、採算性を評価する
ことで、搬出間伐、さらには小径材搬出が可能となる
林分条件を分析した。
4.1　材料と方法
　対象地である那須町の森林面積は土地総面積
37,231ha のうち 23,654ha で約 64％を占める。民有林
面積は 18,305ha であり、このうち本研究の対象とな
る林分はスギ 4,468ha（10,404 小班）、ヒノキ 2,143ha
図－9　樹種分布
図－10　スギ・ヒノキ林分における小班面積の頻度分布
図－11　スギ・ヒノキ林分の林地傾斜
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ョンを行った。
　gIs データについては、栃木県庁より対象地の森
林簿（小班の樹種、地位、面積）、林道・小班界デー
タ、国土地理院発行の数値地図より道路データを入手
した。また、国土地理院発行の国土基盤情報よりメッ
シュサイズ 10m の数値標高モデル（DEM）を入手し、
林地傾斜を求めた。なお、森林簿データを gIs にイ
ンポートする際に MapKeycode の不一致によりリンク
付けができなかった小班は 2,089.13ha（3,906 小班）、
面積比で 31.6％と、多くの小班が消失していた（表－
8）。
　また、前節で構築した間伐材搬出作業の採算性推定
モデルでは、林分データとして直径分布と樹高曲線式
を用いるため、本節においてもそれらのデータを導出
する必要がある。そこで本節では、間伐林分の直径分
布の推定にシステム収穫表 LYCs を使用した（12）。
LYCs は間伐の時期や方法、回数等を指定することが
でき、対象林分の目標に適合した収穫表を作ることが
できる。今回、間伐については、N 森林組合の聞き取
り調査を参考に 3,000 本 /ha 植栽した林分に切捨間伐
を 15 年（本数間伐率 20％の下層間伐）、25 年（本数
間伐率 20％の下層間伐）の 2 回行った後、35 年（本
数間伐率 30％の下層間伐）、45 年（本数間伐率 30％
の下層間伐）で搬出間伐を行うこととした。また、収
穫表を作成するにあたり地位も指定する必要があるの
で、森林簿に記載されている上、中、下の地位ごとに
収穫表を作成した。対象地のスギ・ヒノキ林分におけ
る地位は上が面積比で 67.7％と多くを占めている（図
－ 12）。
　また、間伐木の樹高 H（m）は次の樹高曲線式（22）
より求めた。
 
（18）
　
　ここで、 Have は小班の平均樹高（m）、D は間伐木の
直径階（cm）、Dave は小班の平均胸高直径である。なお、
Have、Dave は LYCs より作成した収穫表に記載された
値を用いた。なお、今回は林分ごとの採算性を評価し、
搬出間伐が可能となる林分条件を分析することが目的
なので、すべての林分の林齢を 35 年に設定した場合
と、45 年に設定した場合について分析を行なった。
　以上より設定した林分データにおいて、間伐材搬出
作業の利益を最大にする採材方法の探索アルゴリズム
を適用し、前節の手順で間伐材積、搬出材積をそれぞ
れ算出する。なお、（11）式の搬出材積 VE（m3）の
算出に用いる木寄せ範囲の割合 RS（％）については、
今回は路網長 lr（m）と林地幅 lw（m）を乗じた値が
10,000m2（1ha）となる矩形モデル（図－ 13）を用い
て次式より求めた。
　
 （19）
　
　ここで、ls は最大木寄せ距離（m）であり、lw は次
式より求められる。
　
 （20）
　
　今回は ls を前節の実地調査の結果より 20m とした
ため、路網密度が 250m/ha 以上の場合は RS を 100％
として搬出材積を算出した。
　また、lr に代入する路網密度（m/ha）については、
N 森林組合の搬出間伐地において作業路の路網状況を
調査した結果（1）を参考に次式を用いて算出した。
 （21）
　
　ここで、θは林分の平均林地傾斜（°）である。
　次に収入の算出方法については、前節に示した通り
である。木材価格については、一般材は販売先である
表－8　MapKeycode	の不一致による小班数と面積の消失
図－12　スギ・ヒノキ林分の地位分布
図－13	木寄せ範囲の矩形モデル
（lr：路網長、lw：林地幅、ls：最大木寄せ距離）
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大田原共販所の 2010 年の平均値を用いた（表－ 1）。
また、ラミナ材と小径材は前節と同じ表－ 1 の値を使
用した。また、本節においても間伐への新しい補助金
事業の導入を検討する。ただし、補助金事業の適用条
件として 5ha 以上の施業計画区域を設定する必要があ
るため（26）、今回は小班を林班単位で取りまとめて
補助金を導入した。なお、林班単位でも施業計画区域
が 5ha 以上とならない場合は、隣接する他の林班とま
とめて 5ha 以上になるようにした。なお、補助金の標
準単価はこの施業計画区域の ha あたりの搬出材積よ
り決定した（図－ 8）。 また、作業路作設への補助金
も前節と同じく導入した（表－ 5）。
　費用の算出については、直接費用とその他の費用の
算出方法は前節に示した通りである。ただし、搬出費
用の算出に用いる搬出距離や作業路作設、運搬にかか
る費用については gIs データより得られるパラメー
タを用いてそれぞれ算出した。以下にその算出方法を
述べる。
　まず、搬出費用の算出に用いる搬出距離 LE（m）に
ついては、N 森林組合の搬出間伐地において作業路の
路網状況を調査した結果（1）を参考に次式を用いて
算出した。
　
 （22）
　
　ここで、A は林分面積（ha）である。
　また、小班と道路が接していない場合は小班セルか
ら直線距離で最短にある道路セルを土場とし、そこか
ら作業路を作設すると仮定した。この際、作業路作設
は評価関数の和を最小とする経路探索手法であるダイ
クストラ法を用いて土場から小班までの距離が最短と
なる経路を探索するプログラムを作成し、その結果よ
り小班ごとの到達距離と路網の縦断勾配をそれぞれ求
めた。ここで、今回調査した N 森林組合の搬出間伐
地において縦断勾配がおよそ 40％以下に抑えられて
いたため、経路探索の条件として制限勾配は 40％と
したが、これでは到達できない小班が 1,736.12ha（3,011
小班）、面積比で 26.3％存在した。ただし、実際に作
業路を作設する場合、図面上の路線延長に対して、実
際の路線延長は迂回等により 1.5 倍程度になることか
ら、制限勾配を 60％まで上げて到達路網を計画した。
その結果、到達できない小班は 92.24ha（264 小班）、
面積比で 1.4％に減少した。なお、間伐シミュレーシ
ョンの際、到達できなかった小班については切捨間伐
林分として計算を行った。以上より、搬出費用の算出
に用いる搬出距離は（22）式より求めた値と到達距離
の合計となる。
　また、運搬費用の算出に用いる運搬距離は土場から
運搬先までの最短経路を計算し、使用した。この際、
間伐材の運搬先は N 森林組合を参考に一般材は大田
原共販所、小径材はペレット製造工場とした（図－
14）。
　運搬費用については、澤口（21）が提案した 8t ト
ラックによる運搬費用単価 OCT（円 /m3）の計算式を
用いて算出した。
 （23）
　ここで、LT は運搬距離（m）である。
　また、作業路作設費用については、算出にあたり小
班ごとの作業路作設量を求める必要がある。作業路作
設量は土場から小班までの到達距離と小班内の作業路
作設量の合計となる。ここで、小班内の作業路作設量
は（21）式を用いて路網密度を算出し、これに小班面
積を乗じることにより求めた。作業路作設費用につい
ては、澤口（21）が提案した幅員 3.5m の作業路作設
費用単価 OCR（円 /m）の計算式を用いて算出した。
 （24）
　以上の間伐材搬出作業の採算性推定モデルを那須町
全域のスギ・ヒノキ林分に適用するにあたり、最適搬
出率を算出した結果、搬出間伐の収支がマイナスとな
る場合は切捨間伐にかかる費用と比較し、損失の少な
い方の作業を採用することとした。ここで、切捨間伐
にかかる費用は伐倒費用と諸経費の合計とした。
4.2　シミュレーション結果
　林齢 35 年、45 年における切捨間伐と搬出間伐の判
定結果を図－ 15 に示す。林齢 35 年の間伐においては
面積比で 81.0％とほとんどの小班が切捨間伐となり、
林齢 45 年の間伐においても面積比で 46.2％の小班が
切捨間伐になると判定され、全体の半分近くを占め
る結果となった。搬出間伐（収支プラス）林分のうち
小径材搬出林分は林齢 35 年、45 年でそれぞれ 370ha、
437ha となり、全体に占める割合は 8.2％、9.7％であ
った。さらに林齢 35 年の搬出間伐（収支プラス）に
おける搬出材積はスギの地位上、中、下、全体でそれ
ぞれ平均 129.24m3/ha、79.81m3/ha、0m3/ha、106.28m3/
ha、ヒノキでそれぞれ平均 35.00m3/ha、9.29m3/ha、
0m3/ha、32.95m3/ha となり、また、林齢 45 年の搬出
間伐（収支プラス）における搬出材積はスギの地位上、
中、下、全体でそれぞれ平均 190.29m3/ha、127.68m3/
ha、71.28m3/ha、163.58m3/ha、ヒノキでそれぞれ平均
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図－14	間伐材の運搬先
（一般材：大田原共販所、小径材：ペレット製造工場）
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　また、搬出間伐（収支プラス）の ha あたりの収入
と費用をみると、地位が上がるにつれて利益も高くな
ることが確認された（図－ 17）。ここで、売上を搬出
材積あたりに換算すると林齢 35 年のスギ、ヒノキで
それぞれ12,093円 /m3、14,032円 /m3、林齢45年のスギ、
ヒノキでそれぞれ 12,465 円 /m3、16,261 円 /m3、一方、
費用は林齢 35 年のスギ、ヒノキでそれぞれ 9,335 円 /
m3、14,025 円 /m3、林齢 45 年のスギ、ヒノキでそれ
ぞれ 7,739 円 /m3、10,487 円 /m3 となり、ヒノキ林分
において林齢による木材価格、生産コストの差が大き
いことが確認された。さらに地位ごとのシミュレーシ
ョン結果の判定をみると、地位下において搬出間伐が
実施されたのは林齢 45 年のスギ林分だけであり、そ
れ以外はすべて切捨間伐であった（図－ 18）。これは
間伐木のサイズが小さいことから、直接費用が嵩み、
また、価格の高い規格の丸太が採材できなかったため
である。
図－15	スギ・ヒノキ林分の間伐シミュレーションの判定結果
（上：林齢35年、下：林齢45年）
図－16　搬出間伐（収支プラス）の搬出材積の平均値
（左：スギ、右：ヒノキ）
75.65m3/ha、44.55m3/ha、0m3/ha、62.47m3/ha と な り、
地位が低くなるにつれて搬出材積も減少することが確
認された（図－ 16）。ここで、小径材の搬出材積はス
ギ・ヒノキを合わせて林齢 35 年、45 年でそれぞれ平
均 4.89m3/ha、1.37m3/ha となり、一般材として搬出で
きる割合が少ない林齢 35 年の方が、小径材が多く搬
出される結果となった。
図－17　搬出間伐（収支プラス）の収入と費用の平均値
（左：スギ、右：ヒノキ）
図－18　間伐シミュレーションの判定結果と地位の関係
（左：スギ、右：ヒノキ）
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図－19　間伐シミュレーションの判定結果と林分条件の関係
（左：林齢35年、右：林齢45年）
図－20　小班面積と平均林地傾斜の関係
　間伐対象林分の地形的特徴として、本研究では小班
面積、林地傾斜、搬出距離、運搬距離を取り上げ、搬
出間伐が実施される条件を分析した。まず、小班面積
であるが、これによる大きな影響はみられなかった（図
－ 19）。林分面積が大きくなると搬出材積も増加し、
機械運搬等にかかる固定費は節減されるが（1、4、9）、
今回の対象地では小班面積が大きいと林地傾斜も大き
くなる傾向がみられたため（図－ 20）、これにより作
業路作設費用が嵩み、その結果、小班面積が大きくて
も搬出間伐が増加しなかったと考えられる。
　小班の平均林地傾斜をみると、林地傾斜が上がる
につれて搬出間伐は徐々に減少し、林齢 35 年の間伐
で 20°、林齢 45 年の間伐で 25°を超えると、搬出間伐
は大幅に減少した（図－ 19）。これは林地傾斜が高く
なるにつれて作業路作設費用が嵩むことが影響して
いる。さらに搬出距離との関係をみると、搬出距離が
長くなるにつれて搬出間伐が減少する傾向がみられた
（図－ 19）。ただし、運搬距離については搬出間伐林
分との関係は認めることができなかった（図－ 19）。
　また、小径材搬出林分の地形的特徴をみると、小班
面積、運搬距離については明確な傾向はみられなかっ
たが、林地傾斜、搬出距離については林地傾斜 30°、
搬出距離 300m までの範囲内であり、林地傾斜が緩く、
搬出距離が短いほど、小径材が搬出される小班の面積
比が増加した。これより、本研究の対象地においては
地形的特徴のうち林地傾斜と搬出距離が小径材の搬出
に大きく影響を与えることが確認された。
　今回の対象地において搬出間伐を 10 年に 1 回、す
なわち、今回試算した搬出間伐（収支プラス）の 10
分の 1 の面積（林齢 35 年、45 年でそれぞれ 81.8ha/ 年、
242.7ha/ 年）を毎年施業すると仮定したとき、ペレッ
ト製造工場の需要量 3,000t/ 年（0.68m3/t 換算で 4,412 
m3/ 年）に対して、搬出間伐による小径材の供給可能
量は林齢 35 年、45 年でそれぞれ 400m3/ 年、332m3/
年と少なく、需要量を満たすためには、今後、林道整
備等により搬出間伐で採算の取れる面積を増加させ、
小径材搬出を促進させる必要があると考えられる。
５．おわりに
　本研究では、間伐材搬出作業の利益を最大にする採
材方法の探索アルゴリズムを用いて採算性推定モデル
を構築し、実際に小径材が搬出された林分 A、B に適
用することで最適採材方法ならびに搬出率について検
討した。その結果、既往の研究で検討されてきた売上
が最大となる採材方法に比べて、本研究の最適採材方
法では搬出費用がかかり増しとなる丸太の採材は行わ
れず、採算的に理想の採材方法を表すことができた。
また、最適採材方法から得られた搬出率は実測値に近
い値であり、本研究で構築した採算性推定モデルの結
果の妥当性が確認された。
　しかしながら、現状の生産コストにおいては最適採
材方法で小径材は搬出されない結果となった。そこ
で、ha あたりの搬出材積の増加により標準単価が高
くなる新しい補助金事業を導入したところ、最適採材
方法では小径材の採材が確認された。これより、最適
搬出率は増加し、小径材の搬出材積については林分 A、
B の実測値 1.79m3/ha、1.76m3/ha に対して、それぞれ
3.63m3/ha、2.51m3/ha となったことから、新しい補助
金体系のもとでは小径材の搬出により利益が向上し、
小径材の搬出が促進される可能性が示された。
　また、補助金事業を導入しない場合として小径材の
買取価格を 3,000 円 /m3 から 4,080 円 /m3、6,800 円 /m3
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に設定して最適採材方法を検討したところ、小径材の
買取価格による採材方法の違いを表すことができ、さ
らに、小径材の買取価格が 4,080 円 /m3 になれば林分
A、6,800 円 /m3 になれば林分 A、B ともに小径材が搬
出される結果となったことから、地域通貨による上乗
せや電力固定価格買取制度の実現等により木質バイオ
マス利用が促進される可能性が確認された。
　さらに本研究では、今回構築した間伐材搬出作業の
採算性推定モデルを gIs データと合わせて那須野ヶ
原地域の那須町全域に適用することで小班ごとの採算
性を評価し、搬出間伐、さらには小径材の搬出が可能
となる林分条件を分析した。その結果、新しい補助金
事業を導入した場合でも、林齢 35 年においては面積
比で 81.0％、林齢 45 年においては 46.2％の林分が切
捨間伐になると判定されたが、小径材が搬出される林
分は林齢 35 年、45 年でそれぞれ 8.2％、9.7％存在し、
いずれも林地傾斜 30°、搬出距離 300 ｍまでの範囲内
であり、林地傾斜が緩く、搬出距離が短いほど、小径
材搬出林分の面積比は増加することが確認された。
　しかしながら、現状では搬出間伐による小径材の供
給可能量はペレット製造工場の需要量に対して大幅に
少ないことが予測された。今回は小班と道路が接して
いない場合は小班セルから直線距離で最短にある道路
セルを土場とし、そこから作業路を作設すると仮定し
たが、可能ならば林道を整備して、トラックで運材し
た方が搬出距離が短縮され、費用が低減するため、今
後は林道等の路網整備により搬出距離を短縮させた場
合のシミュレーションを行い、搬出間伐ならびに小径
材搬出林分がどれだけ増加するのか検証する必要があ
る。また、今回は林齢を一律にして搬出間伐の林分条
件を評価したが、今後は航空写真等を用いて間伐必要
林分等の現況の林分情報を加味し、小径材の供給可能
量や間伐効果、主伐後の更新を含めた採算性等につい
ても評価していく必要がある。
　最後に、本論文の考察を深めるにあたり、助言や厚
いご指導をいただきました田坂聡明教授、松英恵吾准
教授に感謝の意を表します。また、本研究を進めるに
あたり、ご協力頂いた林業事業体の方々に謝意を表し
ます。
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